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(第 1条 関係 )寒 川町 町税 条例 新旧 対照表  

現 行  改 正案  

(法 人の均 等割 の税 率 ) (法 人の均 等割 の税 率 ) 

第 1 1条  法 人 の 均 等 割 の 税 率 は 、 次 の 表

の 左欄 に掲 げる法 人の 区分 に応 じ、それ

ぞ れ当 該右 欄に定 める 額と する 。  

第 11条  法 人 の 均 等 割 の 税 率 は 、 次 の 表

の 左欄 に掲 げる法 人の 区分 に応 じ、それ

ぞ れ当 該右 欄に定 める 額と する 。  

法 人の 区分  税 率  

1 次に掲 げる 法人  

ア ～エ  (略 ) 

オ  資 本 金 等 の 額 (法 人 税 法 第

2条 第 16号    に 規定す る 資本

金 等 の 額 又 は 同 条 第 17号 の 2

に 規 定す る連 結 個別資 本 金等

の 額 (保 険 業 法 に 規 定 す る 相

互 会 社に あつ て は、地 方 税法

施 行 令 (昭 和 2 5年 政 令 第 2 4 5

号 。 以下 「令 」と いう 。 )第 4

5条 の 3の 2に 定 め る と こ ろ に

よ り 算定 した 純資 産額 ))を有

す る 法人 (法人 税法 別表 第 2に

規 定 する 独立 行 政法人 で 収益

事 業 を行 わな い もの及 び エに

掲 げ る法 人を 除 く。以 下 この

表         に お い て 同 じ 。 )

で 資 本 金 等 の 額 が 1, 0 0 0万 円

以 下 であ るも の のうち 、 町内

に 有 する 事務 所 、事業 所 又は

寮 等の 従業 者 (俸給、給 料若 し

く は 賞与 又は こ れらの 性 質を

有 す る給 与の 支 給を受 け るこ

と とさ れる 役員を 含む 。)の数

の 合 計 数 (以 下 こ の 表 に お い

て 「 従業 者数 の 合計数 」 とい

う 。 )が 50人以 下の もの  

年 額  5

万 円  

2～ 9 (略 ) 
 

法 人の 区分  税 率  

1 次に掲 げる 法人  

ア ～ エ  (略 ) 

オ  資 本 金 等 の 額 (法 第 2 9 2条

第 1項 第 4号 の 5に 規 定 す る 資

本 金 等の 額 を い う。以 下 この

表 及び 次項 におい て同 じ。   

                          

                          

                          

                          

                          

                   )を 有

す る 法人 (法人 税法 別表 第 2に

規 定 する 独立 行 政法人 で 収益

事 業 を 行 わな い もの及 び エに

掲 げ る法 人を 除 く。以 下 この

表 及 び 次 項 に お い て 同 じ 。 )

で 資 本 金 等 の 額 が 1, 0 0 0万 円

以 下 であ るも の のうち 、 町内

に 有 する 事務 所 、事業 所 又は

寮 等の 従業 者 (俸給、給 料若 し

く は 賞与 又は こ れらの 性 質を

有 す る給 与の 支 給を受 け るこ

と とさ れる 役員を 含む 。)の数

の 合 計 数 (以 下 こ の 表 に お い

て 「 従業 者数 の 合計数 」 とい

う 。 )が 50人以 下の もの  

年 額  5

万 円  

2～ 9 (略 ) 
 

（ 加え る）  2  資 本 金 等 の 額 を 有 す る 法 人 の 資 本 金

等 の額 が、資 本金の 額及 び資 本準 備金の

額 の 合 算 額 又 は 出 資 金 の 額 に 満 た な い

場 合 に お け る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い

て は、同項 の表 中「資 本金 等の 額が 」と

あ るの は、「 資本金 の額 及び 資本 準備金

の 額 の 合 算 額 又 は 出 資 金 の 額 が 」 と す
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る 。  

(被 災住宅 用地 の申 告 ) (被 災住宅 用地 の申 告 ) 

第 27条 の 2 法 第 349条 の 3の 3第 1項 (同 条

第 2項 に お い て 準 用 す る 場 合 及 び 同 条 第

3項 (同 条 第 4項 に お い て 準 用 す る 場 合 を

含 む 。 )の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 さ

れ る 場 合 を 含 む 。 第 5号 及 び 次 項 に お い

て 同 じ 。 )の 規 定 の 適 用 を 受 け よ う と す

る 者は、被災 年度の 翌年 度又 は翌 々年度

(避 難 の 指 示 等 が 行 わ れ た 場 合 に お い

て、避難 等解 除日の 属す る年 が被 災 年の

翌 年以 後の 年であ ると きは、当該 被災年

度 の 翌 年 度 か ら 避 難 等 解 除 日 の 属 す る

年 の 1月 1日 以 後 3年 を 経 過 す る 日 を 賦 課

期 日 と す る 年 度 ま で の 各 年 度 )の 初 日 の

属 す る 年 の 1月 31日 ま で に 次 に 掲 げ る 事

項 を 記 載 し 、 か つ 、 第 4号 に 掲 げ る 事 実

を 証 す る 書 類 を 添 付 し た 申 告 書 を 町 長

に 提出 しな ければ なら ない 。  

第 27条 の 2 法 第 349条 の 3の 3第 1項 (同 条

第 2項 に お い て 準 用 す る 場 合 及 び 同 条 第

3項 (同 条 第 4項 に お い て 準 用 す る 場 合 を

含 む 。 )の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 さ

れ る 場 合 を 含 む 。 第 5号 及 び 次 項 に お い

て 同 じ 。 )の 規 定 の 適 用 を 受 け よ う と す

る 者は、被災 年度の 翌年 度又 は翌 々年度

(避 難 の 指 示 等 が 行 わ れ た 場 合 に お い

て、避難 等解 除日の 属す る年 が被 災年の

翌 年以 後の 年であ ると きは、当該 被災年

度 の 翌 年 度 か ら 避 難 等 解 除 日 の 属 す る

年 の 1月 1日 以 後 3年 を 経 過 す る 日 を 賦 課

期 日 と す る 年 度 ま で の 各 年 度 )の 初 日 の

属 す る 年 の 1月 31日 ま で に 次 に 掲 げ る 事

項 を 記 載 し 、 か つ 、 第 4号 に 掲 げ る 事 実

を 証 す る 書 類 を 添 付 し た 申 告 書 を 町 長

に 提出 しな ければ なら ない 。  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 及 び 氏 名 又 は 名

称 並 び に 当 該 納 税 義 務 者 が 令        

                                 

             第 5 2条 の 13第 1項 第 3号

か ら 第 5号 ま で 又 は 第 3項 第 3号 か ら 第

5号 ま で に 掲 げ る 者 で あ る 場 合 に あ っ

て は 、 同 条 第 1項 第 1号 若 し く は 第 2号

又 は 第 3項 第 1号 若 し く は 第 2号 に 掲 げ

る 者と の関 係  

(1) 納 税 義 務 者 の 住 所 及 び 氏 名 又 は 名

称 並 び に 当 該 納 税 義 務 者 が 地 方 税 法

施 行 令 (昭 和 2 5年 政 令 第 2 4 5号 。 以 下

「 令 」 と い う 。 )第 52条 の 13第 1項 第 3

号 か ら 第 5号 ま で 又 は 第 3項 第 3号 か ら

第 5号 ま で に 掲 げ る 者 で あ る 場 合 に あ

っ て は 、 同 条 第 1項 第 1号 若 し く は 第 2

号 又 は 第 3項 第 1号 若 し く は 第 2号 に 掲

げ る者 との 関係  

(2)～ (6) （ 略）  (2)～ (6) （ 略）  

2 （略）  2 （略）  

附  則  附  則  

1～ 7 (略 ) 1～ 7 (略 ) 

(平 成 24年 度 か ら 平 成 26年 度 ま で の 各 年

度 分 の 用 途 変 更 宅 地 等 及 び 類 似 用 途 変

更 宅 地 等 に 対 し て 課 す る 固 定 資 産 税 及

び 都市 計画 税の経 過措 置 ) 

(平 成 27年 度 か ら 平 成 29年 度 ま で の 各 年

度 分 の 用 途 変 更 宅 地 等 及 び 類 似 用 途 変

更 宅 地 等 に 対 し て 課 す る 固 定 資 産 税 及

び 都市 計画 税の経 過措 置 ) 

8  地 方 税 法 及 び 国 有 資 産 等 所 在 市 町 村

交 付 金 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 (平 成 24

年 法 律 第 17号 )附 則 第 10条 第 1項 の 規 定

に 基づ き、平 成 24年 度か ら平 成 26年度ま

で の 各 年 度 分 の 固 定 資 産 税 及 び 都 市 計

8 地 方 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 (平

成 27年 法 律 第 2号 )附 則 第 18条 第 1項     

                           の 規 定

に 基づ き、平 成 27年 度か ら平 成 29年度ま

で の 各 年 度 分 の 固 定 資 産 税 及 び 都 市 計
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画 税 に つ い て は 、 法 附 則 第 18条 の 3及 び

第 25条 の 3の規 定は 、適 用し ない 。  

画 税 に つ い て は 、 法 附 則 第 18条 の 3及 び

第 25条 の 3の規 定は 、適 用し ない 。  

 

(第 2条 関係 )寒 川町 町税 条例 の一 部を改 正す る条 例新 旧対照 表  

現 行  改 正案  

～ 略～  ～ 略～  

附  則  附  則  

1～ 4 (略 ) 1～ 4 (略 ) 

(軽 自動車 税に 関す る経 過措 置 ) (軽 自動車 税に 関す る経 過措 置 ) 

5 新条例 第 29条の 規定 (第 2号ア (イ )及 び

(ウ )に 係る 部分に 限る 。 )は、 平成 27年

度 以後 の年 度分の 軽自 動車 税に ついて

適 用し 、平成 26年 度分ま での 軽自 動車税

に つい ては 、なお 従前 の例 によ る。  

5 新条例 第 29条の 規定 (第 2号ア (イ )及 び

(ウ )に 係る 部分に 限る 。 )は、 平成 27年

度 以後 の年 度分の 軽自 動車 税に ついて

適 用し 、平成 26年 度分ま での 軽自 動車税

に つい ては 、なお 従前 の例 によ る。  

(加 える ) 6 新条例 第 29条の 規定 (第 1号、 第 2号ア

(ア )、 同号 イ及び 第 3号 に係 る部 分に限

る 。 )は、 平成 28年 度以 後の 年度 分の軽

自 動車 税に ついて 適用 し 、平成 27年 度分

ま での 軽自 動車税 につ いて は、なお 従前

の 例に よる 。  

6・ 7 7・ 8 

8 平 成 27年 3月 31日以 前に 初め て道路 運

送 車両 法第 60条第 1項後 段の 規定 による

車 両番 号の 指定を 受け た 3輪以 上の 軽自

動 車に 対し て課す る軽 自動 車税 に係る

新 条例 第 29条及び 新条 例附 則第 12項の

規 定の 適用 につい ては 、次の表 の左 欄に

掲 げる 規定 中同表 の中 欄に 掲げ る字句

は 、それぞ れ同 表の 右欄 に掲 げる 字句と

す る。  

(略 ) 

新 条例 附

則 第 12項

の 表以 外

の 部分  

第 29条  寒 川町 町税 条例の 一部

を 改正 する 条例 (平 成 26

年 寒川 町条 例第  号 。以

下 この 項に おいて「 平成

26年改 正条 例」と いう。)

附 則第 8項 の規 定に より

読 み替 えて 適用さ れる

第 29条  

新 条例 附 第 29条  平 成 26年改 正条例 附則

9 平成 27年 3月 31日以 前に 初め て道路 運

送 車両 法第 60条第 1項後 段の 規定 による

車 両番 号の 指定を 受け た 3輪以 上の 軽自

動 車に 対し て課す る軽 自動 車税 に係る

新 条例 第 29条及び 新条 例附 則第 12項の

規 定の 適用 につい ては 、次の表 の左 欄に

掲 げる 規定 中同表 の中 欄に 掲げ る字句

は 、それぞ れ同 表の 右欄 に掲 げる 字句と

す る。  

(略 ) 

新 条例 附

則 第 12項

の 表以 外

の 部分  

第 29条  寒 川町 町税 条例の 一部

を 改正 する 条例 (平 成 26

年 寒川 町条 例 第  号。以

下 この 項に おいて「平成

26年改 正条 例」と いう。)

附 則第 9項 の規 定に より

読 み替 えて 適用さ れる

第 29条  

新 条例 附 第 29条  平 成 26年改 正条例 附則
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則 第 12項

の 表第 29

条 第 2号

ア の項  

第 2号

ア  

第 8項の規 定に より 読み

替 えて 適用 される 第 29

条 第 2号ア  

3,900

円  

3,100円  

6,900

円  

5,500円  

10,800

円  

7,200円  

3,800

円  

3,000円  

5,000

円  

4,000円  

 

則 第 12項

の 表第 29

条 第 2号

ア の項  

第 2号

ア  

第 9項の規 定に より 読み

替 えて 適用 される 第 29

条 第 2号ア  

3,900

円  

3,100円  

6,900

円  

5,500円  

10,800

円  

7,200円  

3,800

円  

3,000円  

5,000

円  

4,000円  

 

 

改 正附 則  

 附  則  

 (施 行期日 ) 

 1 こ の条 例の うち 、第 1条の規 定は 平成 2

7年 4月 1日 から、第 2条の 規定 は公 布の日

か ら施 行す る。  

 (町 民税に 関す る経 過措 置 ) 

 2  改 正 後 の 寒 川 町 町 税 条 例 (以 下 「 新 条

例 」 と い う 。 )の 規 定 中 法 人 の 町 民 税 に

関 する 部分 は、平成 27年 4月 1日以 後に開

始 す る 事 業 年 度 分 の 法 人 の 町 民 税 及 び

同 日 以 後 に 開 始 す る 連 結 事 業 年 度 分 の

法 人の 町民 税につ いて 適用 し、同 日前に

開 始 し た 事 業 年 度 分 の 法 人 の 町 民 税 及

び 同 日 前 に 開 始 し た 連 結 事 業 年 度 分 の

法 人の 町民 税につ いて は、な お従 前の例

に よる 。  

 (固 定 資 産 税 及 び 都 市 計 画 税 に 関 す る 経

過 措置 ) 

 3  新 条 例 附 則 第 8項 の 規 定 は 、 平 成 27年

度 か ら 平 成 29年 度 ま で の 各 年 度 分 の 固

定 資 産 税 及 び 都 市 計 画 税 に つ い て 適 用

し、平成 26年 度分ま での 固定 資産 税及び

都 市計 画税 につい ては、なお 従前 の例に

よ る。  

 


